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	Ⅱ
	(134) 理事長を補佐する理事（経営担当理事及び産学官連携・社会貢献担当理事）への民間企業出身者等の登用により、民間の経営センスを大学経営に積極的に取り入れ、財政基盤の安定強化及び外部資金等の自己収入の拡充など、全学的な経営戦略を確立する。
	経営担当理事及び産学官連携・社会貢献担当理事を中心に、外部資金等の自己収入の拡充など財政基盤の安定強化に向け、引き続き全学的視点にたった経営戦略を推進する。
	２
	経営担当理事及び産学官連携・社会貢献担当理事を中心に、外部資金等の自己収入の拡充など自律的な収支構造への転換、財産基盤の安定化に向け、引き続き全学的視点にたった経営戦略を推進する。その一環として、「大阪府立大学基金」を通した寄附金の獲得強化など自己収入の増加を図るとともに、教職員・学生･保護者・卒業生など大学関係者の組織を拡充し、大学を支える体制を整備する。また、外部資金の間接経費について、全学的な観点から効率的、効果的に活用する。
	２
	法人化を契機として、大学改革の取組を積極的に進める必要があるため、全学的視点に立った経営戦略のもとに大学運営を行い、自己収入の拡充や効率的な経営資源の配分により財政基盤の安定強化を図ることは、特に重要である。

	
	(135) 事務部門に経営企画部（仮称）を設置し、経営担当理事のもと、中・長期的視点にたった経営方針や財務改善方策を企画する。
	経営担当理事を中心に、中・長期的視点にたった経営方針や財務改善方策を企画する。
	１
	自律的な収支構造への転換をめざし、経営担当理事を中心に、中・長期的視点にたった経営方針や財務改善方策を企画する。
	２
	法人化を契機として、大学改革の取組を積極的に進める必要があるため、中・長期的視点にたった経営方針や財務改善方策を企画し、自律的な収支構造への転換を図ることは、特に重要である。

	
	(148) 各教育研究組織の評価結果を踏まえ、次期中期目標に向け、公立大学として重点化すべき教育研究組織のあり方（学部・学科等の再編を含む）について検討を進める。
	今後の教育研究の充実に向け、他大学の特徴ある新しい取組等について、引き続き情報収集、調査を行うとともに、次期中期計画に向け、「公立大学法人大阪府立大学の将来像の構築に関する検討委員会(Ｈ19.10.17設置）」において、教育研究組織のあり方を検討する。
	１
	「公立大学大阪府立大学の将来像」なども踏まえ、次期中期目標・中期計画に向け、公立大学として重点化すべき教育研究組織のあり方（学部・学科等の再編を含む）について検討を進める。
	２
	大学改革の取組を積極的に進める必要があるため、次期中期計画等に向けて、重点化すべき教育研究組織のあり方について方向性を示すことは重要である。

	
	(149) 平成19年度に設置した総合リハビリテーション学研究科（修士課程）を基盤に、平成21年度を目途に総合リハビリテーション学研究科（博士後期課程）を設置する。

（中期計画変更前：平成１９年度を目途に総合リハビリテーション学研究科（修士課程）を設置する。）
	総合リハビリテーション学研究科（博士後期課程）の平成21年度の設置に向け、準備を進める。
	２
	（　年度計画なし　達成済　）
	―
	―

	
	(150) 兼担教員による科目提供の実施や「２１世紀科学研究所」による部局の枠を越えた共同研究の実施など、組織間連携を充実させる。また、産学官連携機構の組織体制について、専任の教職員に加え、関連学部等からの教員の兼務による充実した体制とする。
	兼担教員による科目提供の実施や「２１世紀科学研究所」による部局の枠を越えた共同研究の実施など、組織間連携を充実させる。また、産学官連携機構の組織体制について、専任の教職員に加え、関連学部等からの教員の兼務による充実した体制とする。
	２
	兼担教員による科目提供や「21世紀科学研究機構」による学部・研究科の枠を越えた学際的・分野横断型研究の推進など、組織間連携を充実させる。また、産学官連携機構の組織体制について、専任の教職員に加え、関連学部からの教員の兼務による充実した体制とする。
	１
	―

	
	(155) 研究、教育、社会貢献、学内貢献など多面的な視点からの、適正な教員の業績評価システムを構築し、導入する。
	「大阪府立大学自己点検・評価実施要領」に基づき、教育、研究、社会貢献、大学運営などの多面的な視点による教員活動評価を引き続き実施する。
	１
	教員の業績評価については、他大学の状況を踏まえ、客観的かつ効率的な評価手法を検討し、方針を決定する。
	２
	中期計画の達成に向けて、適正な教員の業績評価システムについての方針を決定することは、重要な課題である。

	
	(159) 教員及び事務職員等の業績評価結果が反映される給与システムについて、国立大学法人等の動向を踏まえつつ検討を進める。新たな給与システムを構築するまでの間においても、現行制度において、可能な範囲で業績評価結果に配慮した適正な制度運用を図る。
	教員の業績評価結果が反映される給与システムについては、国立大学法人等の動向を踏まえつつ、引き続き検討を進める。事務職員については、平成19年度における大阪府立大学職員人事評価制度の評価結果を平成20年度の給与に反映させる。
	１
	事務職員については、平成20年度における大阪府立大学職員人事評価制度の評価結果を平成21年度の給与に反映させる。

教員については、外部研究資金獲得に応じた報奨金を給付するとともに、業績評価結果が反映される給与システムについては、国立大学法人等の動向を踏まえつつ、引き続き検討を進める。
	２
	中期計画の達成に向けて、教員及び事務職員等の業績評価結果が反映される給与システムについて検討を進めることは、重要な課題である。

	Ⅲ
	(170) 高度な学術研究及び産学官連携の推進を図るため、国や地方公共団体の競争的資金（科学研究費及び提案公募型を含む）や民間財団からの研究助成による基礎的研究資金、企業等との共同研究・受託研究による資金、企業からの奨励寄附金など各種の外部研究資金について、各教職員がその獲得に努め、また、産学官連携機構において、シーズ及びニーズの調査やＰＲ活動など獲得のための必要な支援を行う。外部研究資金の獲得額は、平成22年度において法人化前に比して30％の増加を目指す。
	各教職員が各種の外部研究資金を獲得できるよう、学内ホームページやメールなどにより、募集情報の周知を図るとともに、産学官連携機構において、学内シーズ及び企業ニーズのデータベースを運用する。また、リエゾンオフィスを通じたマッチング活動を推進するとともに、管理法人方式による受託研究にも取り組む。外部研究資金の獲得額は、法人化前に比して30％の増加を目指す。
	２
	各教職員が各種の外部研究資金を獲得できるよう、学内ホームページやメールなどにより、募集情報の周知を図るとともに、産学官連携機構において、学内シーズ及び企業ニーズのデータベースを運用する。また、リエゾンオフィスを通じたマッチング活動を推進するとともに、管理法人方式による受託研究にも取り組む。外部研究資金の獲得額は、法人化前に比して30％以上の増加を目指す。
	２
	安定した経営基盤の下に自立的経営を行うために、大学の財務に重要な影響を及ぼす外部資金の獲得を強化することは、公立大学法人として特に重要である。

	Ⅲ
	(171) 外部研究資金の受入れに際し間接経費を徴収し、この内光熱水費及び消費税を除いた分を産学官連携費として、知的財産管理や産学官連携経費の一部に充当する。また、さらなる外部研究資金獲得に対する教員のインセンティブ保持のため、産学官連携費の使途について平成１７年度中に検討する。
	外部研究資金の受入れに際し間接経費を徴収し、この内光熱水費及び消費税を除いた分を産学官連携費として、知的財産管理や産学官連携経費に充当するとともに、産学官連携費を活用した教員のインセンティブ保持方策の実施により、外部研究資金獲得の強化に努める。
	２
	外部研究資金の受入れに際し間接経費を徴収し、この内産学官連携活動に必要な経費を産学官連携費として、知的財産管理や産学官連携経費に充当するとともに、産学官連携費を活用した教員のインセンティブ保持方策の実施により、外部研究資金獲得の強化に努める。
	１
	―

	
	(174) 授業料等学生納付金については、公立大学の役割や適正な受益者負担などの観点から、適宜見直しを行う。その際、学部・研究科ごとの適正な料金設定についても検討を進める。
	学生納付金については、適正な受益者負担などの観点から、引き続き検討を進める。
	１
	学生納付金については、平成21年度から学部入試の入学検定料を改定するとともに、獣医学科において教育用実験機器等の充実負担金を徴収する。また、適正な受益者負担などの観点から、引き続き検討を進める。
	２
	法人化による経営戦略を進め、安定した財政基盤を確保することは重要な課題である

	
	(180) 既存施設、設備機器、インフラの共同利用や共同活用を推進する。
	キャンパスプランに基づき現在実施している学舎整備や耐震２次診断結果に合わせて、施設・環境委員会「施設マネジメント部会」において、既存施設の共同利用や共同活用を推進する。

また、産学官連携機構先端科学イノベーションセンターの一部を学部・研究科間の共同利用や産学官共同研究に利用するなど引き続き有効活用を図るとともに、高額で大型の研究用機器のデータベースを活用したインフラ共同利用、共同活用策を検討する。
	１
	関係部局と会議室の共同利用について検討を進め、施設の部局間の共同利用の促進を図る。

平成20年度に実施した大型機器の再調査の結果を踏まえて、今後関係部局で共同利用の促進策について検討する。
	２
	平成19事業年度業務実績評価において、年度計画が十分に実施できていない、との評価となったため、今年度は特に重要な取組として推進する。

	Ⅳ
	(186)部局及び全学単位で、定期的かつ継続的な自己点検を行う。
	「大阪府立大学自己点検・評価実施要領」に基づき、部局及び全学単位で自己点検・評価を実施し、その結果をまとめるとともに、改善を要する事項について対応策を検討する。
	２
	「大阪府立大学自己点検・評価実施要領」に基づき、部局及び全学単位で自己点検・評価を実施し、その結果をまとめるとともに、改善を要する事項について対応策を検討する。
	１
	―

	
	(187)教育研究のみならず、社会貢献や管理運営などに関して、多面的な評価を実施する。
	教育・研究のみならず、社会貢献や大学運営などに関する自己点検・評価を実施し、その結果をまとめるとともに、改善を要する事項について対応策を検討する。
	２
	平成20年度に取りまとめた社会貢献や管理運営などに関する多面的な自己点検評価を、今年実施する認証評価に活かしていく。
	１
	―

	
	(188)大学評価・学位授与機構等の認証評価機関の外部評価結果を活用する。
	平成21年度に大学評価・学位授与機構の認証評価を受けることとし、その準備を進める。
	２
	大学評価・学位授与機構の認証評価を受ける。
	２
	法で定められた7年毎の認証評価機関による外部評価を受けることは、平成21年度における重要な課題である。

	
	(192)広報活動を一元的かつ効率的に行う体制を整備し、全学的な広報活動の計画を毎年度策定し、その充実・活性化を図る。
	総務課において全学組織である「広報会議」を運営し、年間広報計画の策定・実施など、戦略的広報に努める。
	１
	広報活動を一元的かつ効率的に行うため、体制を一層強化するとともに、年間広報計画の策定・実施など、戦略的広報活動に努める。また、報道機関との連携や広報媒体の充実を通じて、大学の活動を積極的に情報発信する。
	２
	教育、研究、社会貢献等に係る大学の諸活動を世間に広く周知し、大学の存在意義を示すとともにイメージ向上を図るため、戦略的な広報活動を展開することは、大学として重要な課題である。

	Ⅴ
	(197)キャンパスプランに基づき、老朽・狭あい化が進んでいる学舎の計画的な整備を行うとともに、大学が目指す高度研究型大学にふさわしい教育研究環境を確保するため、平成１７年度の出来るだけ早い時期に、学舎の整備内容を確定の上、実現を図る。
	キャンパスプランに基づき、りんくう ・中百舌鳥両キャンパスにおける教育・研究環境の整備を進めるとともに、今後の学舎整備については、耐震２次診断の結果を見たうえで、再検討を行う。
	２
	耐震２次診断の結果を踏まえたキャンパスプランに基づき、中百舌鳥キャンパスにおける今後の学舎整備を進め、安全・安心な教育・研究環境の確保を図る。
	１
	―

	
	(198)既存施設の活用状況についての点検・評価を行い、学部・研究科間の共同利用や産学官連携における利用など有効活用を図る。
	キャンパスプランに基づき現在実施している学舎整備や耐震２次診断結果に合わせて、施設・環境委員会「施設マネジメント部会」において、既存施設の共同利用や共同活用を推進する。

また、産学官連携機構先端科学イノベーションセンターの一部を学部・研究科間の共同利用や産学官共同研究に利用するなど引き続き有効活用を図る。
	１
	関係部局と会議室の共同利用について検討を進め、施設の部局間の共同利用の促進を図る。
	２
	平成19事業年度業務実績評価において、年度計画が十分に実施できていない、との評価となったため、今年度は特に重要な取組として推進する。
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